
平成18年3月、事務センターへのISO14001適用範囲拡大の認証を取得しました。当行では、平
成13年5月、本店ビルを対象としてISO認証を取得し、以降、継続的に環境保全活動に取り組んで
きましたが、環境問題への対応は社会的責務であるとの認識から、適用範囲を拡大したものです。
今後とも、行員一人ひとりが認識を高め、従来に増して、環境に配慮した企業活動に努めてまいり
ます。
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地域経済・地域社会への貢献～CSRの取り組み～

ISO14001に関する活動
本店ビルおよび事務センターにおいてISO14001の認証を
取得し、省資源・省エネルギー活動などの環境負荷低減活
動に加え、環境対応型金融商品の取扱いなど、間接的な環
境保全活動にも積極的に取り組んでいます。平成19年3月
には、外部審査機関によるISO更新審査をクリアし、引き
続き、地域金融機関として、環境に配慮した企業活動に努
めてまいります。

環境保全活動の内容と実績
◆省資源・省エネルギーの推進
本店ビルおよび事務センターにおいて省資源・省エネルギーにかかる環境目的・目標を設定し、各
職場で環境保全活動を推進しています。平成18年度の電力使用量およびコピー用紙使用量の実績
は以下のとおりとなり、数値目標を達成しました。

◆紙類のリサイクル推進
各職場において、排出される紙類の分別回収を徹底しています。リサイクル可能な紙類は所定の回
収箱に詰めたうえで、古紙原料として製紙会社に持ち込んでおり、ダンボール原紙やトイレットペ
ーパー等に再生されています。

十六銀行は、岐阜県・愛知県を主要な地盤とする地域金融機関として、地域経済の
活性化に積極的に取り組み、豊かで住みよい地域社会の実現に貢献したいと考えて
います。

環境保全活動

人と環境に
やさしい金融機関をめざして。

環境問題への対応を企業としての社会的責務ととらえ、

本店ビルおよび事務センターにおいてISO14001の認証

を取得し、さまざまな環境保全活動に取り組んでいます。

環境マネジメントシステム審査登録証

（平成18年4月～平成19年3月）

1,270 1,160
1,500 1,417

目標� 実績� 目標� 実績�

■事務センター�
電力使用量�

（単位：千kwh）�
コピー用紙使用量�
（単位：千枚）�

2,600 2,568 7,200 6,970

■本店ビル�
電力使用量�

（単位：千kwh）�

目標� 実績� 目標� 実績�

コピー用紙使用量�
（単位：千枚）�

電力使用量削減の取り組み

・事務機器のこまめな節電

・不用部分・不用時間帯の消灯実施

・空調温度の適正化・空調設備の見直し

・クールビズ（夏季の軽装勤務）実施

コピー用紙使用量削減の取り組み

・両面コピーの励行

・印刷原稿の再チェック

・コピー機使用後のリセットボタン押し励行

・会議資料等の簡素化
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環境対応型金融商品の取扱い
当行は、地域社会の持続的な発展のためには、環境問題への配慮が不可欠であると認識しており、
環境対応型金融商品の取り扱いを通じて、お客様の環境問題への前向きな取り組みをサポートして
います。

「エブリサポート21」の取り扱い

環境問題対応支援ローン「エブリサポート21」を取り扱っています。本商

品は､｢グリーン税制適合車｣｢超低PM排出ディーゼル車｣等購入の場合、また、

太陽エネルギー等の新エネルギー設備、公害防止設備、リサイクル関連設備

などを導入される場合等にご利用いただけます。

「じゅうろくエコローン」の取り扱い

環境にやさしい自動車、環境にやさしい住宅機器を対象とした「じゅうろく

エコローン」（マイカーエコプラン、住宅エコプラン）を取り扱っています。

このローンは､無担保・無保証人扱いで、環境対応型自動車（ハイブリッドカ

ー等）や省エネルギー住宅機器を購入される場合にご利用いただけ、通常の

無担保ローンに比べ、お得な金利設定となっています。

取引先の環境改善活動をサポート
ISO認証取得を目指す企業の皆様をサポートしています。

取引先へのISO認証取得に関する情報提供

環境に配慮した事務用品・広告宣伝品の購入推進
価格や品質だけではなく、環境負荷ができるだけ小さいものを優先的に購入するグリーン購入を推
進しています。

事務用品のグリーン購入推進

広告宣伝品のグリーン購入推進

環境教育の実施
ISO環境マネジメントシステムを適切に維持するため、本店ビル及び事務センターの全ての部署を
対象に、計画的に環境教育を実施しています。

環境方針の趣旨及び環境目的・目標の内容を理解するための自覚教育の実施

環境活動実施に必要な各種手順教育の実施




